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２．モデル地域の設定 

調査対象都市とした日立市について、モデル地域を設定した経緯を説明する。次に、再エネ導

入に関連する日立市全体やモデル地域における特性や課題を整理する。さらに、これらの調査結

果から、地域脱炭素化の実現に向けて検討する場合の課題整理の視点を述べる。 

2.1 設定の考え方 

（１）対象都市の選定にあたって                                                       

 ・日立市は、2021年11月に庁内横断的組織として「ゼロ―カーボンシティひたち推進本部会

  議」を設置するとともに、2022年4月には生活環境部内に「ゼロカーボン推進担当」を設置

   し、全庁的にゼロカーボンの推進に取り組んでいる。 また、一般家庭における脱炭素化を促

   進するため、2022年度は「住宅用太陽光発電システム」「家庭用燃料電池（エネファーム）」

   及び「蓄電システム」を設置する個人を対象に、設置費の一部を補助している。           

 ・さらに、ものづくりのまちとして中小企業脱炭素経営促進事業など市独自の取り組みを進め、

   同事業において中小企業が対応できる脱炭素プロジェクトなどを検討するコンソーシアムを

   設置している。                                                                   

 ・2022年３月に「ゼロカーボンシティひたち」を表明し、市民、事業者、市が一体となって、

   2050年までに温室効果ガス排出量実施ゼロを目指している点から、モデル地域の実現に必 

   要となる連携体制が整っており、自主的な事業化に向けた姿勢が感じられ、今年度のモデル 

   地域検討が事業化される可能性が高い都市であると判断した。これらの理由から、モデル地 

   域を検討する都市として選定した。 

（２）上位計画、関連計画から解決すべき課題を整理                   

 ・ゼロ―カーボン推進を主幹する部署が、地域脱炭素化の目標や施策方針、地域を限定した重

  点対策に関心を持つことが基本になる。                      

 ・総合計画、環境基本計画、地球温暖化対策実行計画（事務事業編、区域施策編）、エネルギ

  ービジョンなどの既定計画において、概ね2030年までに地域の脱炭素化に繋がる施策や事

  業が想定され、予算化されている。さらに、施策や事業を重点的に適用する地域があること

  がモデル地域の範囲を設定するポイントになる。 

（３）公共施設への需給一体型再エネの活用                                             

  ・国の計画づくりへの支援事業の期間となっている2025年度までを検討期間と考えて、モデ

    ル地域を設定する。                                                       

   ・通常時の事務事業における電気代の低減とともに、送電網から電力が途絶える非常時の事業

   継続や避難所としての施設機能を確保することで、地域のレジリエンスを高める。    

  ・「需給一体再エネ活用マップ（令和４年、茨城県）」などにより、対象となる公共施設や複

   数の公共施設群を想定することができる。 

（４）設備導入を担当する関係課の協力可能性の把握                                    

 ・環境部局と施設管理部局が協働して再エネ設備を導入する可能性を最初に確認する。環境部

    局が中心になって、モデル地域の構想や公共施設への導入方針を担当するが、最終的に再エ
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    ネ設備を導入し、施設マネジメントを行うのは施設管理部署になる。                   

 ・設備導入による再エネの自家消費や非常時の蓄電池による電源確保を行う公共施設でも、す

    べての電力使用を設備で賄えない場合は、電力調達契約の面から、再エネ由来の電気を使用

    することを目標とする。また、モデル地域内では、再エネ設備導入を行わない公共施設には、

    再エネ由来の電気を使用することが望ましい。                                        

  ・モデル地域の再エネ設備導入や電力調達に関する施設管理以外に理解・協力が必要となる取

    り組みとして、モデル地域でのまちづくり、学校教育、産業振興、交流における省エネ・再

    エネの普及啓発活動や、事務事業に利用する公用車の脱炭素化用語解説などがある。 

 

以上（１）～（４）をふまえて、日立市における検討テーマ案を表2.1に示すように提示して、

市内における関連事項について情報共有することにした。 

 

表2.1 モデル地域における検討テーマ案 

検討テーマ案 現行施策やモデル検討事項（・現行施策 〇検討事項） 

①企業における省

エネ・再エネ導入 

・中小企業脱炭素経営促進事業（ゼロ・カーボン・アクション実施企業） 

〇事業所・工場における省エネ・再エネ導入 

②需要側 公共施設

への再エネ導入 

・公共施設における再エネ導入可能性調査 

 →〇再エネ導入を優先すべき公共施設の確認 

→〇導入する公共施設周辺にある施設との連携 

→〇公共施設における新築・改修によるZEB化用語解説対象施設の確認 

・住宅用太陽光発電システム、家庭用燃料電池及び蓄電システムの設置経費の

一部補助 

③供給側 再エネ発

電施設の状況 

〇再エネ導入に活用可能な場所の可能性の確認（市の遊休地、比較的大きな駐

車場、ため池・貯水池、屋根など） 

〇市内太陽光発電所からの供給の可能性の確認 

〇PPA事業用語解説による需要施設と再エネ電源のマッチングの可能性の確認 

④公用車EV化、EV

バス、EVタクシ

ーの導入 

〇公用車のEV化における脱炭素化の検討 

→公用車EVの休日貸出やV2H等としての利用など 

→公共施設における充電インフラの整備 

〇「ひたちBRT」における脱炭素化の検討 

→BRT用語解説関連施設（停留所、車両、関連施設）における脱炭素化 

⑤民間事業者の再

エネ関連事業 

〇民間企業との連携・参画 

 →市内におけるPPA事業などに対する連携 

 →需要家としての省エネ・再エネ導入に関する連携（BCPも含む） 

〇市内の太陽光発電事業者に対する地域貢献の方針 

 →相対契約、電力メニュー、非化石証書用語解説などによる再エネ電力契約 

⑥開発計画、レジリ

エンス強化 

〇常陸多賀駅周辺地区整備の再エネ利用や省エネ（計画への記載等） 

・防災拠点施設における非常時電源の確保、再エネの導入 

・道の駅「日立おさかなセンター」再整備計画 

 →レジリエンス強化、脱炭素化、EV充電インフラの設置などの検討 

⑦その他 

〇市内に立地する電気使用大口企業の脱炭素化の取り組み 

 →企業における省エネ・再エネ導入の予定など 

〇住宅・店舗における再エネ電気契約などの可能性 



7 

2.2 地域概要 

（１）主な上位・関連計画からみた「モデル地域」の位置付け 

 日立市総合計画および現在策定中のひたちゼロ―カーボンシティビジョン（第3次日立市地

球温暖化対策実行計画（区域施策編））において関連する事項を以下に整理する。 

 

① 日立市総合計画（2022年度～2031年度） 

 【教育・文化：施策２ 大学等の連携による将来を担う人材の育成】 

 ・大学等と地域中小企業との連携による新製品・新技術の開発を促進するため、（公財）日立

地区産業支援センターにおいて、茨城大学工学部等との産学連携による研究開発の支援を 

  行ってきた（後期基本計画の取り組み）。 

【教育・文化：施策６ 誰もが楽しめるスポーツの推進】 

・交流人口の拡大やまちのにぎわいづくりのため、2017年に完成した「池の川さくらアリー 

ナ」を活用して、「いきいき茨城ゆめ国体」を開催した（後期基本計画の取り組み）。 

【都市基盤：施策３ 人と環境にやさしい公共交通体系の構築】 

・BRT延伸Ⅲ期整備について、常陸多賀駅から池の川さくらアリーナまでの延伸に向けた整

備が進められている（5年後に目指す姿として記載されている）。 

【都市基盤：施策６ 質の高い住環境の整備】 

・家庭における脱炭素化を図るため、再エネ機器の導入や再エネ性能の高い住宅を促進し、環 

境に配慮した住まいづくりを推進する（取組２）。 

【協働・行政経営：施策３ 産学官連携】 

・（公財）日立地区産業支援センターや市内中小企業、大学との協働の下、産業の活性化に向

けた取組を推進し、まちの将来を担う人材の育成・確保、学生の卒業後の地元定着を促する

（取組２「企業・大学等の協働による地域づくりの推進」）。 

 

② ひたちゼロ―カーボンシティビジョン（2023～2030年度）～令和5年3月策定予定～ 

【目標と基本方針】 

 本計画では、市全体のCO2排出量を2030年度までに、2013年度比46％削減に向けて、 

市民・事業者・大学・行政などあらゆる主体が協働して脱炭素に関する取り組みを推進するこ 

とを目標としている。ゼロカーボンを達成するためには、CO2自体をへらすことと、 CO2を 

出さない工夫をふやすことが大切として、へらすとふやすに注目して市民、事業者、大学、行 

政それぞれの取り組みが掲載されている（図2.1）。 

 

【ゼロカーボンシティ実現の主体】 

  CO2の排出削減には、市民、事業者、行政がそれぞれの立場で取り組みを行うとともに、  

さらに協働して取り組むことが必要不可欠として、その取り組みの輪を大学まで広げ、学術研 

究の観点を加えることで、更なる全市的な取り組みの推進を目指すことが特徴といえる 

（図2.2）。 
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出典：ひたちゼロカーボンシティビジョン（案） 

図2.1 ゼロカーボンに向けた基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ひたちゼロカーボンシティビジョン（案） 

図2.2 脱炭素のまちづくりにおける各主体のテーマ 
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 【地域脱炭素化促進事業を検討していくうえでポテンシャルが期待されるエリア】 

  ・本市は、日照時間の長さや海・山などの豊かな自然、高度なものづくり産業と技術の集積、

日立ＬＮＧ基地、ひたちＢＲＴ、都市ガスの供給網、大学の立地など、独自の優れた地域

特性や資源を有している。このような地域特性や資源を効果的に活用し、脱炭素化へ向け

取組促進が期待できるエリアについて、「かみね公園周辺エリア」「市民運動公園周辺エ

リア」「日立港区周辺エリア」を特定している（図2.3）。 

・「市民運動公園周辺エリア」は、さくらアリーナや陸上競技場などのスポーツ施設や浄

化センターに加え、茨城大学工学部などへ、太陽光発電やバイオマスなどの再生可能エ

ネルギー設備の整備が期待されます。と示されている（図2.３）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ひたちゼロカーボンシティビジョン（案） 

図2.３ 地域脱炭素化促進事業を検討していくうえでポテンシャルが期待されるエリア 

 

【ビジョンの策定・実施に係る体制】 

  ・庁内組織である「ゼロカーボンひたち推進本部会議」と外部委員で構成される「日立市ゼ

ロカーボン推進協議会」を設置している。また、「日立市中小企業脱炭素経営促進コンソ

ーシアム」とも連携しながら進めている（図2.4）。 

 

かみね動物園やかみね公園な

どのレジャー施設に加え、清掃

センターなどへ、太陽光発電や

バイオマスなどの再生可能エ

ネルギー設備の整備が期待さ

れます。 

さくらアリーナや陸上競技場

などのスポーツ施設や浄化セ

ンターに加え、茨城大学工学部

などへ、太陽光発電やバイオマ

スなどの再生可能エネルギー

設備の整備が期待されます。 
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出典：ひたちゼロカーボンシティビジョン（案） 

図2.４ ビジョンの推進体制図 

 

（２）日立市における太陽光発電の導入ポテンシャル用語解説 

  「自治体再エネ情報提供システム（REPOS）」による市内の再エネ導入実績量を表2.2に、

導入ポテンシャルを表2.3に示す。再エネのなかでも太陽光発電が普及しているが、この太陽

光発電の導入ポテンシャル量に対する導入実績量の割合は約21％に留まっている。建物にお

けるポテンシャルがポテンシャル全体の85％を占めており、施設屋根を対象とした太陽光発

電やソーラーカーポート用語解説などが期待される地域といえる。 

 

表2.2 日立市の再エネ設備導入実績に関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

表2.３ 日立市の再エネ設備導入ポテンシャルに関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「自治体再エネ情報カルテ（概要版）」環境省より作成（2023年1月） 

2021年11月に設置 2022年6月に設置 
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  また、「自治体再エネ情報カルテ（詳細版）」より、市内における電力使用量（kWh）に対

する、太陽光発電による発電量（想定）とポテンシャル量との比較を表2.４に示す。市全体の

電気使用量に対して、市域で12.1％に相当する太陽光発電が行われており、市域は59.3％ま

での太陽光発電量ポテンシャルを有する。これらの可能性をふまえて、モデル地域での再エネ

電源は、主に太陽光発電を検討する方針とする。 

 

表2.４ 日立市の電力使用量と太陽光発電導入量の比較 

項 目 電力量（MWh/年間） 割 合（％） 

区域の電力使用量 2,010,150.228 100.0 

太陽光発電導入容量による想定発電量 242,568.792 12.1 

太陽光発電導入ポテンシャルによる想定発電量 1,191,264.620 59.3 

出典：「自治体再エネ情報カルテ（詳細版）」環境省より作成（2023年1月） 

 

（３）モデル地域における構想の条件 

    上記の関連計画をふまえて、モデル地域の候補エリアを挙げて、各々のエリアについて、調

査した結果を図2.5～図2.8に示した。検討結果を以下に示す。 

 

  ① 候補エリアの選定 

   候補エリアは、市全体の課題である「人口の減少傾向を食い止めること」「産業の転換、

雇用の魅力、就業機会の拡大すること」「市民サービスの充実・都市間における競争力を向

上すること」を包括的に解決する地域を選定することにした。 

地域の脱炭素化を促進することによって、産業振興によって経済を活性化し、安全な生活

が確保され、日立市らしい文化資源を有し、世代ごとのニーズに対応した交流機会を高めて

まちの魅力の可能性を一体的に実現し得る地域を3地域選定した。図2.5に示すように【か

みね公園周辺】【池の川さくらアリーナ周辺】【常陸多賀駅及びひたちBRT周辺】である。 

  

 ② かみね公園周辺エリア 

   「需給一体再エネ活用マップ（令和４年、茨城県）」※を用いて、モデル地域の再エネ需

要地となる公共施設の分布状況を把握し、各施設に関する情報、現地調査による再エネ供給

などに関する検討条件を図2.6に整理した。地域の西側には、クリーンセンターや最終処分

場が分布しており、バイオマス発電や太陽光発電によって再エネ電源を確保し、エリア内の

需要施設で一体的に活用することを検討するエリアとして選定した。 

 

 ③ 池の川さくらアリーナ周辺エリア 

   上記同様に「需給一体再エネ活用マップ（令和４年、茨城県）」※を用いて、モデル地域

の再エネ需要地となる公共施設の分布状況を把握し、各施設に関する情報、現地調査による

再エネ供給などに関する検討条件を図2.7に整理した。このエリアの特徴は、市内外から利

用ニーズがある市民運動公園、地域脱炭素に関連する研究拠点である茨城大学、さらに市内

中小企業に対する産業支援拠点施設が立地しており、各々再エネ発電設備を需給一体的に活

用して、施設の利用価値を高める可能性を検討するところにある。また、非常時における再
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エネ電源の活用をモデル地域として検討する条件が比較揃っている地域として選定した。 

 

 ④ 常陸多賀駅及びひたちBRT周辺エリア 

   コンパクトシティ用語解説に向け新交通システムBRTを実用化してきた日立市では、2035

年頃までBRTを軸として都市整備事業が進展することから、BRTが開通している周辺地域

とともに、計画中の常陸多賀駅周辺整備地域を範囲として選定した（図2.8）。再エネ需要

は、バスのEV化やFCV化に伴う充電・充填インフラ用語解説とともに、新設される交通関連施

設や駅舎などが想定される。整備事業を担当する市や交通運営事業者が連携して、今後のB

RT整備や運用に関する省エネ・再エネ導入検討や実施が本格化し、市内のみならず全国的

に運輸部門やまちづくり分野に影響を与えることも考慮して、候補地域として選定した。 

 

※需給一体再エネ活用マップ（令和４年、茨城県）は、茨城県HP「需給一体型再生可能エネルギー導入の 

ための手引き」から「活用マップ」システム及び解説書を参照 

https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/kansei/chikyu/saienetebiki.html
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図2.5 日立市モデル地域検討のための条件図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かみね公園周辺 

ひたちBRT
周辺 

池の川さくら 
アリーナ周辺 

■南北に長い市域で、コンパクトシティを目指している 
「モデル地域」を記載 出典：日立市都市計画マスタープラン、令和2年3月 
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対消費電力FIT導入比
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日立市

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

・日立市は水戸市、つくば市に続く、県内第３の人口

規模の都市（2021年10月174,508人） 

・人口減少傾向に歯止めが効かないことが課題 

・CO2排出量については、日立製作所関連事業所の企業城下

町であり、産業部門の比率が高い。 

・企業従業員や家庭による民生その他業務部門からの排出も

多い。 

 

 

・対消費電力FIT導入比率は県平均の26.6%と比べて12.6％と低く、

太陽光発電導入量の伸びも鈍化している。 

 

 

■公共施設への太陽光発電導入可能性調査を実施 

（159施設を対象に調査し、優先施設10箇所を選定予定） 

 

■「ひたちBRT」の運行ルート⇒車輛や関連施設の脱炭素化 

出典：日立市新交通導入事業「まちづくりかわら版、平成29年6月」 

地域の需要施設に 
再エネ電源を供給 

 
 

エネルギーの地産地消に

向け、太陽光発電の整備 

１３
１３ 
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図2.6 モデル地域①：かみね公園周辺の条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「日立市新エネルギービジョン（計画期間：2017年から概ね10年）」で

は、「かみね公園エリア」は「次世代エネルギーパーク」を目指し、新

エネルギーの導入やバイオマス活用を図るとされている。 

・公園施設の他、吉田正音楽記念館の需要電力に対応する事も検討 

○公園等の施設管理者および電力使用者（需要家）を確認し、設備 

導入と再エネ電気契約の可能性を確認 

「エコクリーンかみね」の余剰電力 

センター内で使用した余剰電力の地域内 

の施設に相対契約で供給する可能性を確認 

かみね公園に隣接する太陽光発電所から

の再エネ電源を施設への活用を確認 

または周辺での発電用地を確認 

地域周辺の再エネ電源の確保 

① かみね公園（動物園、吉田正音楽記念館を含む） 

② 日立市郷土博物館 

かみね公園周辺 

公園内の電力の再エネ化    吉田正音楽記念館からの「大煙
突」 

③ 宮田交流センター 

隣接する太陽光発電

所 

からの供給の可能性 

 

エコクリーンかみね、最終処分場 

① 

・年間の利用者や電力使用量の比較的大きな公共施設であり、市の 

歴史、自然、産業の展示・社会教育とともに、地球温暖化対策や脱 

炭素化を普及する施設として重要な役割を果たす。 

・太陽光発電の設置可能性や需要に対応する再エネ電源利用を検討 

○施設管理者または電力使用者（需要家）を確認し、設備導入と再エ

ネ電気契約の可能性を確認 

施設の電力の再エネ化     屋上の太陽光発電設置可能性の検討 

③ 

② 

・太陽光発電7.9kW、 

蓄電池7.8kWｈが導入済み 

・地域のコミュニティ活動の場、

非常時の指定緊急避難場所兼

避難所 

○非常時の電源確保と電源の

活用、EV公用車の活用を検討

する 
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図2.7 モデル地域②：池の川さくらアリーナ周辺の条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・茨城大学日立キャンパスの電力契約1130kW 

電力見える化、屋上太陽光発電による自家消費 

・2021年に「2050年カーボンニュートラル」連続公演会  

開催 

日立市清掃センター 

ボイラに発生する水蒸気

でタービンを回し発電した

電気をセンター内で使用、

余剰電力の相対契約の可

能性を確認 

施設内の土地、または市内未利用地や屋根

における太陽光発電及び蓄電池の設置によ

る電源確保が課題 （写真はイメージ） 

・池の川処理場、1973年共用開始 長寿命化、 

予防保全型維持管理が課題 

・消化ガス発電設備の導入により、場内の電力 

消費の30％を賄う 

 

池の川さくら 

アリーナ周辺 

・再エネ導入可能性調査対象施設 

 ⇒再エネ設備導入、脱炭素化 

・地域産学官交流、中小企業の脱炭素経営 

の支援などの拠点 

 

 

・被災後に震災復興のシンボルとして2016年竣工 

・省エネ機器、再エネ設備導入によるランニングコスト 

の削減 

・体育館屋根に25ｋW太陽光発電 

○ 地域内の需給施設の候補 

○ 地域内外からの再エネ電源供給の可能性 

次の段階では、既存FIT太陽光発電の契約

切り替え、「非化石証書」による再エネ電源

の活用が期待される（写真はイメージ） 
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体育館、陸上競技場、テニスコートなど      アリーナ周辺の住宅地、太陽光発電の導入  下水処理場における太陽光発電用地の確認 

・屋上への太陽光発電導入可能性あり（再エネ導入可能性調査による） 

・脱炭素先行地域を普及する施設、CN関連研修拠点として活用 

･太陽光発電、蓄電池の設置、再エネ電気契約による施設の脱炭素化 

 

① 日立地区産業支援センター 

⑤ 池の川処理場 

屋上に太陽光発電設備を設置 脱炭素による産業振興の拠点 

② 成沢交流センター 

・施設外周部壁面に7.9kWの太陽光発電、7.8kWhの蓄電池が設置 

・日立市未来都市ブロジェクト（日立製作所・日立市）により2013年設置 

･市民レベルの脱炭素地区の普及拠点となる施設 

 

③ 茨城大学日立キャンパス 

・構内の施設のうち3棟に太陽光発電設備を設置 

・最大電力需要量1130kWに対する電力デマンド管理を実施（HPより） 

･東日本大震災後の「節電」対策、電気機械技術の地域貢献、就活に注力 

 

黄色の枠は太陽光パネルの設置されている

④ 日立池の川さくらアリーナ 

・施設の電気使用量は大きく（確認が必要）、非常時の広域避難場所 

・駐車場は、イベント等による最大収容を想定（発電用地の可能性検討） 

･太陽光発電、蓄電池、先行地域内のEV充電インフラの設置を検討 

 

・施設の電気使用量が大きく、再エネ電気の契約が重要 

・消化ガス発電による再エネ電力の利用量も重要 

･場内再整備による太陽光発電、蓄電池の設置可能性 

運動公園第2駐車場奥の太陽光発電      南向き斜面は太陽光パネル設置候補地      消化ガス発電による再エネ電源の可能性 
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図2.8 モデル地域③：常陸多賀駅及びひたちBRT周辺の条件  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ひたちBRTの日立駅方面へのルート延伸整備も見据えて、「駅東口の

広場整備やアクセス道路の整備」を推進するとともに、「東西市街地を

結ぶ自由通路と駅舎の一体的な整備」を推進 

調査・設計：令和4年～5年、工事：令和6年～10年 

・第一段階は、再エネ導入の可能性 

 ⇒BRT関連用地や市有地に太陽光発電 

・市内再エネ電源を活用した非化石証書に 

 による電力の契約 

（バスはHVから、まずはEV化を想定） 

 

 

 

BRT関連の需給施設の想定 

地域の再エネ電源供給の可能性 

パークアンドバスライド、停留所等の関連施設 

うみラピット（大型ハイブリッドバス） 

ひたちBRT第Ⅲ期整備 
（常陸多賀駅～日立駅） 

コンパクトシティのイメージ図上に 
「モデル地域」を想定案  
出典：日立市都市計画マスタープラン、令和2年3月 

・常陸多賀駅周辺整備における新規施設の 

 省エネ・再エネ設備導入 

・バスのEV化 

・共同利用型EV充電器の配置 

・BRT関連施設の脱炭素化 

・道の駅「日立おさかなセンター」の再整備 

に伴う施設の省エネ・再エネ導入の可能

性 

 

 

 

常陸多賀駅周辺まちづくり地区 
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西口ロータリー                  駅西口BRT乗り場 

久慈交流センター（太陽光発電導入）         おさかなセンター内 専用道路                    久慈図書館BRT停留所周辺 

専用道路の遮断機       

          

BRT全体計画とⅢ期整備 おさかなセンター周辺の状況 

常陸多賀駅周辺地区整備前の現状 

新交通導入計画を策定した2011年当時は、日立おさかなセ

ンターから日立駅までの全区間のうち、優先性や事業性から

３期に分けて段階的整備が進み、Ⅰ、Ⅱ期整備が終了した。 

○現在はHVバス導入、EV・FCV導入の検討も必要 

○Ⅲ期整備の予定と整備に伴う再エネ導入の可能性 

出典：新井貴彦（2017）鉄道廃線敷を活用した新交通（BRT）の導入に

ついて 

道の駅「日立おさかなセンター」は2014年に道の駅に登録され、同年に

供用を開始した。既存施設を活用したため施設の老朽化が進み、駐車

場も手狭となっていることから、市民も交えたあり方を検討して整備の方

向性を探っていくと言われている。再エネ活用の必要や可能性の確認

要。 

○バスのEV化の検討はどの程度進められているか？ 

○Ⅲ期整備の予定と再エネ導入の可能性 

大甕駅周辺の整備状況 

BRT運行路線沿いの状況 

大甕駅周辺においては、駅を中心とする東西市街地の回遊性の確保、交通

結節点としての利便性の向上、また、新たな道路ネットワークの形成やひたち

BRTを中心と した都市基盤の強化と質の向上が進んでいる。今後は、 駅西

側の土地利用を促進し、この地や 

ひたちBRT沿線への居住誘導や 

ひたちBRTでの自動運転の実用 

化などが課題に挙げられている。 

道の駅日立おさかなセンター～大甕駅西口～常陸多賀駅までの約8.6k

m、専用道区間は南部図書館から河原子（ＢＲＴ）までの約6.1kmで2019

年から茨城交通㈱による運行開始。停留所は14箇所 

○運行関連施設や周辺施設の電力のゼロカーボン推進の可能性 

「賑わいある市街地の再生」や「ひたちＢＲＴ」のルート延伸整備を見据え

た「交通結節点としての機能強化」に向け、ハード・ソフト両面のまちづくり

が重点的に推進され、ゼロカーボン推進の実装についても検討する。 

○既往の整備計画には脱炭素化への視点が弱く、具体化されていない。 

駅改札口                        東口広場 

BRTターミナル、運行案内          パーキング内の急速EV充電機 

BRT乗り場
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2.3 地域課題の視点・整理 

（１）日立市の課題を解決するモデル地域 

市総合計画、地球温暖化対策実行計画案などからみた以下の課題について、モデル地域にお

ける各種の省エネ行動や再エネ設備導入を軸とした取り組みによって、解決を図る。 

・人口の減少傾向を食い止めること 

・産業の転換、雇用の魅力、就業機会の拡大 

・市民サービスの充実・都市間における競争力向上 

 

（２）【池の川さくらアリーナ周辺】の設定（図2.10参照） 

  候補エリアの中でも、「池の川さくらアリーナ周辺エリア」は、カーボンニュートラルに向け

た市の大きな課題である産業部門で、中小企業への普及活動や省エネや再エネ導入を支援して

いる公益財団法人日立地区産業支援センター（以下、「産業支援センター」という。）が位置し、

市民運動公園や茨城大学など通常時の交流拠点、非常時対応が求められる公共施設が分布する。

市全域にゼロカーボンの取り組み方を横展開するための地域として設定するものとするが、県

全体からみても先進地としてバランスがよく、他の市町村からも注目される地域といえる。 

＜市ゼロカーボン推進の視点とモデル地域における検討課題＞ 

 ・地域の再エネ活用による通常時及び非常時の環境・安定供給・経済性を両立すること 

 ・公共施設及びその周辺の市街地に、中長期に渡って持続可能な施策や事業を展開すること 

 ・公民連携型まちづくりによる再エネ設備やエネルギー地産地消の効果を見える化すること 

 

（３）モデル地域が有する特徴的な資源を最大限に活用 

 ・市内や広域からの交流活動やにぎわいの場となっている「市民運動公園」と「茨城大学」 

 ・ゼロカーボンを軸にした「ものづくり」を支援する「産業支援センター」と「茨城大学」 

 ・小学校区を中心とした住宅地では、電力の安全・安定供給の自分ゴト化を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

   図2.9 モデル地域の取り組みが市全域に及ぼす効果

【市の状況･課題】 

・人口流出、高齢化 

・業種転換、生産向上 

・税収減、活動の縮減 

・居住地の魅力の低下 

・人手不足の深刻化 

･コロナ後の行動変容 

・世界情勢に伴う燃料 

や物価の高騰 

・不確実な社会の蔓延 

【モデル地域の取組】 

・突破力行使、試行 

・若者、交流、文化 

・新たな地域活力 

・価値向上（公民連

携） 

 

 

 

 

 

地域資源活用

ゼロカーボン 

 

【市全域への波及】 

・活力による生産向上 

・新しい価値の創出 

・魅力･賑わい広がり 

 

 

 

 

 

 

 

地域資源活用

ゼロカーボン 
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図2.10 池の川さくらアリーナ周辺地域の設定 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①日立市子どもセンター 子育て支援課

想定される設備導入内容

・

・

・

主なヒアリング事項

・

・

・

・

・

・

受給状況 現 況 計 画

電気使用量（kWh/年）

再エネ電源発電量（kWh/年）

地域住民のコミュティ活動の場        体育館、陸上競技場、テニスコートなど      アリーナ周辺の住宅地、太陽光発電の導入   下水処理場における太陽光発電用地の確認 

⑦ 池の川処理場（浄化センター） 

・駐車場外周に7.9kWの太陽光発電、 
7.8kWhの蓄電池設置 
・日立市未来都市ブロジェクト（日立製 
作所・日立市）により、2013年設置 
 

④ 茨城大学日立キャンパス 

・構内の施設のうち3棟に太陽光発電設備を設置 
・東日本大震災後の「節電」対策、最大電力需要量 
1130kWに対する電力デマンド管理を実施 
・都市計画、電気・電子、機械領域に関する学識者の参画 
・専門教育による地域貢献、学生の地域への就業機会に注力 
 

黄色の枠は太陽光パネルが設置されている

・施設の電気使用量は大きく（確認が必要）、非常時の広域避難場所 

・駐車場は、イベント等による最大収容を想定（発電用地の可能性検討） 

･太陽光発電、蓄電池、先行地域内のEV充電インフラの設置を検討 

 

・施設の電気使用量が大きく、再エネ電気の 
契約が重要 
・消化ガス発電による再エネ電力の利用 
･場内屋根の太陽光発電、蓄電池の設置可能性 

① 日立市子どもセンター 

③ 

・太陽光発電設備導入可能性 

（導入可能性調査による） 

・子育て層への脱炭素化の普及 

・屋上への太陽光発電導入可能性 

（導入可能性調査による） 

・防災倉庫設置や改修工事の実施 

・脱炭素先行地域を普及する施設 

脱炭素化関連研修拠点として活用 

･太陽光発電、蓄電池設置、再エネ 

電気契約による施設の脱炭素化 

 

・学校再編計画（令和3年）によると、

「多賀北エリア」に属し、成沢小と油縄

子（ゆなご）小を統合。統合先は油縄

子小で時期は第3期（2031年～）。 

･校舎建築はS46整備で古い。 

･指定避難場所となっており、体育館な 

どにおける非常用電源の確保が課題 

と考えられる。 

･統廃合後の再エネ活用も検討課題 

･現在の成沢小学校区内住宅地への 

再エネ導入の促進は検討課題 

① 

⑤ ② 

④ 

⑥ 

⑦ 

成沢小学校区 

③ 

日立多賀駅に至る 

日立駅に至る 

② 産業支援センター 

③ 成沢小学校 

⑤ 成沢交流センター ⑥ 市民運動公園 
（池の川さくらアリーナ、陸上競技場、野球場、テニスコート） 
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